
裁、　　　決　　　　　書

平成18年7月4日　岩公葬発第25号

住　　　所　　　盛岡市内丸6－15BST21ビル2階
佐々木法律事務所内

不服申立人　　　市民オ㌢ブズマンいわて・
会長　井上　博夫

平成17年3月9日付けで申立てのあ．った尊査請求（平成17年1月2・7日付け着金
第卑6号、同日付け岩少第27号、●同日付け岩会第27号、同日付け岩少第28号、同
日付け岩会第2・9号、．同日付け岩交指第3・3号、同日付け岩会第30号及び同日付け岩
交指第34号による行政文事部分開示決定に係る宰査葡求。以下r本件審査請求」とい
う。）について、．次のとおり裁決します。

主　文

1本件考査請求の一部を容謬し、情報公開条例（平成1・0年岩手廉条例第49号。
以下「典例」という。）第7条第2項第2号に該当するとして非開示とした部分の
うち、以下の部分を開示する。
（l）警察活動報償費支出負担行為向の別紙（「月、分報捜費交付について」・という件

名の文書）の非開示とした部分のうち、所属ごとの各金額記載欄の記載等雫
（2）支出負担行為伺の別紙・（契約の相手方等内訳書）■の非開示とした部分のう・ち、
各金額記載欄の記載事項
t3）支出素の別紙（債権者内訳事）の非開示とした部分のうち、各金額記載欄の記
載事項　　　　　　　　　　　　　　　　・

■（4）資金前硬精算書の非開示とした部分のうち、各金額記載欄の記載事項
（5）資金前渡精算書の添付菩翳（資金前漢支払証明書）の非開示とした部分のうち、
傘額記載部分の記載事項■　　　　　　　′
．（6）返納葉の別紙（返納人内訳書）．の非開示とした部分のうち、支出療額欄及び正
当額柵の和裁事項一
（7）現金出納簿■の非開声とした部分のうち、月分の捜査帝償斧の受入に係る年月日
柵、締軍柵、収入金額欄、．支払金額欄及び襲引残高棚の記載事項、並びに月●分針
及び累計に係る摘要欄、・収入金額柵、・支払金額欄及び盤引残高欄の記載事項及び
辞めに係る印影

（8）捜査費証拠書中の捜査肇総括表の非開示とし五部分のうち、「前月より繰越軌
等各金額記載欄の転載革項

2　その余の審査請求は、棄却する？

理　由

別紙のとおり

平成18年・7月4日

岩手県公安委工員
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別離　理由

第1　本件審査請求に対する岩手膿情報公開春季会・く以下．「審査会」という。）

の答申の趣旨

1　岩手県警察本部長（以下イ警察本部長」・という。）が審査請求人に対し

て●行った処分のうち’、次の部分につ．いては開示すべきであるが、その他の

部分については非開示が妥当である。

（1）警察活動報償費支出負担行為伺の別解（「月分報償費交付について」
J

という件名の文書）の非開示とした部分のうち、所属ごと●の各金額記載

欄●の記載事項

（2）支出負担行為伺の別解（契約わ相手方等内訳書・）の非開示とした部分

のうち、各金額記載欄の記載事項

（3）支出票の別紙（債権者内訳書）の非開示とした部分のうち、各金額記

郵欄の記載事項・・

（4）資金前渡精算書の非開示とした部分のう、ち、冬金額記載欄の記載事項

く5）資金前渡精算書の添付書類．（資金前渡支払証明書）の非開示とした部

分毎うち・、金額祀載部分の記載事項、

（6）返納粟の射紙（返納人内訳書）の非開示とした部分のうち、支出済額

欄及び正当額欄の記載事項

（7）・翠金出納簿の非開示享した部分のうち、月分の捜査報償費の受入に係

る年月日周、碍要欄、収入金額欄、支払金額柵及び差引残高欄の記載事

項、滋びに月分計及び累計に係る摘要欄、収入金額欄、支払金額欄及び

・差引凍高欄の記●載事項及び締めに係る印影

（8）捜査費証拠書車の捜査費総括表の非開示とした部分のうち、「前月よ

り繰越額」等各金額記載欄の記載事項

（9）捜査費証拠書中の捜査費支出何の非開示とした部分のうち＼勤務課名

及び取扱者欄、補助者欄、出納簿登記欄の印影

（10）捜査費証拠書中の捜査費交付書兼支払精算書の非開示と’した部分のう．

ち、宛名、勤務課名及び取扱者欄、補助者欄、出納簿登記欄の印影

（11）捜査費証拠書中の支払精算書の非開示とした■部分のうち、宛名、勤務
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●一課名及び取扱者欄、補助者欄、出納簿登記柵の印影

2　答申における審査会の判断理由　　　　　　　　　　　　　　∫

前記・1において、開示すべきであるとした部分について∴条例第7粂第

2項革2号（公共の安全等に関する情報）の解釈・運用にあたっては、本

号笹規定する情報．に蕨当●するかどうかにういて甲公安季長会又は響桑本部

長の第一次的な判断を尊重し、その判断が合理性を持つ判断として許容さ

れる限度内のものであ．るか■（「相当ゐ理由」があるか）香かについて審理

・判断するのが適当であるとした上で、．以下？理由により開示することが

．妥当であるとした。

（l）「月分報償費交付について」という件名の文書

前記1（1）の当該行政文書には、各所属別所要額及び合計額が記載せれ

ている。

これらの情報は、所属ごとの捜査活動の括発さを費用の面からある程

．度反映している．と考えられるが、その増減の状祝から、被疑者等がこれ
く

らの情報と被疑者等自らが有する情報等と鱒故・分析することにより、

捜査宿動の進展状況等の動向を推察することが可能となり、被疑者尊が

逃亡又は証拠隠滅等を図り、新たな犯罪を惹起する等公共の安全と秩序

の維持に支障を及ぼすおそれがあるとまで認めることはできな・い。

（2）一　契約毎相手方等内訳書

前記1（2）の当琴行政文書中は、年度、所属、．支出負担行為番号、内

訳所属、内訳番号、資金前渡職貝個々に付された番号、各所．鳳の交付金

■額、資金前渡職員の所属住所、所属名及び氏名が記載されている。

これらのうち、非開示とされた各所属の交付金額は、前紀（1）で検討

したとおり．、公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると．ま

で静めること■■はできない。

（3）　債権者内訳事

前記1（3）の当該行政文書には、年度、所属、・支出命令番号、内訳所

鳳、内訳番号、資金前渡職員個々に付された番号、各所属の交付傘額、

資金前渡職員の所属住所、所属名、氏名、．金融機関・の店舗名及び口座番

・号等が罷載されている。
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これらのうち、非開示とされた各所属の交付金額については、前缶（1）

で検討したとおり、公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあ

るとまで認め．ることはできない。

（4）．資金前渡精算書

前記1（4）の当該行政文書には、経理区分、年度、会計、出繭、支出

命令番号、所管課、所属、当該月を示す年月、．資金前渡年月日、支出命

′合着提出年月日、出納長等提示年月日、資金前渡職長の所属、氏名、資

傘前渡金額、科目、領収廟（当月領収額、前月までの残額、合計額）、

支払額（当月支払額）、痍額、支払完了日．、発議年月日・、．発議者、回議

者、決裁草の印影、甲納●機関の職員の印影及び穿査印が蘭載されている。

これらのうち、非開示とされた各金額両載欄の金額については、前記

（1）で検討したとおり、公共の安全と秩序の推∵持に支噂を及ぼす．おそれ

がある．と東で静吟ること■はできない。

（5）　資金前渡支払証明書

前記1（5）の当蘇行政文書には、取扱者の職名、当該月の・支払金額、

確報年月日及び権藤者の職名、声名、印影が・記載されてい：る。

これらのうち．、非開示とさ・れた当課月の支払金額については、前記（1）

で検討したとおり、公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあ

るとまで静めることはできない。

（6）返納人内訳書　　　‘

前記1（6）の当該行政文書には、年度、所属、内訳番号、返納番号、

内訳所属、資金前渡職員個々に付された番号、返納金額、資金前渡職員

の住所、所属、．職名、氏名、支出済額及び正当額が記載されでいる。

これらのう●ち、非開示とされた支出帝額及甲正当額につ・いては、前記

（1）で検討したとおり、公共の・安全と●秩序の維持に支障を及ぼすおそれ

があるとまで認め、ることはできない。

（7）　現金出納簿について

前記1（7）の当該行政文書の．年月日欄には捜査報償費の交付日等が、

摘要欄には捜査報償費の受入（月分）、壊査報償費の支出事由、捜査旦

■の氏名、月分計、累計の別及び弼めに係る印影等が、．収入金額欄、・支払
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金額欄革び差引痍高欄には、それぞれ蔽当する金額等が記載されている○

これらのうち、■当蕨行政文事め月分の捜査報償費の受入に係る年月日

御、摘要欄、、収入金額欄、支払金額欄及び筆引残高欄の記載事項、並び

に月分計及び累計に係る摘要欄、収入金額欄、支払金額欄及び差引殊高

細の記載事項及び締めに係る印影については∴各課別の捜査報償費の支

出入額月額の推移が、当該課の捜査活動の活発さをある程度反映してい

ると考えられるが、その増減の状況から∴被疑者等がこ●れらの情報と被

疑者等自らが有する情報等と比較・分析することにより、捜査活動の進

展戻祝等の鱒向を推轟することが可能となり、被疑者等が逃亡又は証拠

隠滅等牢図り、新たな犯罪．を惹起する等公共の安全と、秩序の維持に支障

・を及ぼすおそれがあるとまで静めることはできない。

く＄）　捜査費証拠書について

ア　捜査琴線括泰

・前記1（8）の当蕨行政文書には、当該月の前月からの繰越額（当該

●月の前月末の残額卜当萩月に取扱者に交付された金額、当該月に捜

査員等に概算交付した額の合計額から精算による返納の額の合計額を

酪いた軌当薪月の月末の・残額及び当廟月前月（当該月．）に概算交付

された捜査報償費が当該月　く当家月の翌月）正精算された場合の返納

額又は追給額が市載されている。

こ叫らの情報については、前庭（7）で検討したとおり、公共の安全

と・秩序ゐ維持に支障を及■ぼすおそれがあるとまで帯めることはでき●な

い。．　　　　　　　　　　　　　　　　　　′

イ　捜査費●支出●伺

前帯．1（9）の当骸行政文書には、取扱草柵、補助者棚及び出納簿登

記欄の印影、発議年月日、支出額、捜査員の勤務課名、官職、一氏名、

金額∴支出事由、交付年月日及び計が記載されている。

これらのう■ち、取扱者柵、補助者柵及び出納簿登記柵の■印影は、そ

・れぞれの担当者．が、」般的な会計処理の決裁あるいは確静をするため

押印しているやのと静められる。したがって、これらの印影は、●公に

することにより、公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあ

（
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ると響素本部長が認め・ることにつき相当、？・理由がある情報と啓めやこ

とはできない。

捜李負の勤務課創こついては、これのみが醜示されて・も、特定所属

の捜査活動等の活発さや進展状況等甲動向を推察●される可能性が高ま

り」被疑者等が逃亡や証拠隠滅等を図り、新たなぬ罪を惹起する等公

共の安全と秩序の維持に支瞳を及ぼすおそれがあると静めることはで

きない。

ク　捜査費交付書兼支払精算書∴

前記1力0）の当番行政耳書には、取扱者欄、緬助者柵及び出納辞登

両欄の印影、発萬年月日、捜査費交付書兼支払精算書の宛名となる警

察職員．の勤務課名、官職及び氏名、捜査負の官職、氏名及び印影」受

、領年月日、既受蘭額、交付額、支払額、返納額、●内訳（捜査員への交

付年月日、捜査員の官職、氏名、捜査員への交付額、支払・額、返納額1

確帯印及び計）が記載されている。

これらの・うち、取扱者柵、補助者欄、出納簿登記欄の印影及び捜査

鼻の勤務課名は、公にすることにより、公共の安全と秩序甲維持に支

障を及ぼすおそれがあると響桑本部長が認やること．につき相当の理由

があろ情報と静めること．はできない。

また、当該行政文書の宛名となる警察職員の勤務錬名、官職及び氏

・名は、開声されてや、特定所属の捜査活動等の．活発さ一や進展状況等の

動向を推奏される可能性が高まり、被疑者尊が逃亡や証拠隠滅等を図

り、・新たな犯罪を惹起する等公共の安全と秩序の経常亘支障を及ぼす．

おそれがあると静めることはできない。

干　支払精算香

前記1．（11．）の当醸行政文書には、発議年月日、支払精算書の宛名と

なる曹察職員の勤務課各、官職及び氏名、捜査員の勤務課名、官職、

氏名及び印影、受領年月日、既受領額、支払額、差引過不足額、支払

額内訳（支払年月日、一支払事由、金額及び計）、取扱者欄、補助者欄

及び出納簿登記棚の印影、返納額又は不．足額の別、・返納又は支■出の別」

返納又は領収の別、返納又は領収毎月日、領収印J「領収書を徴する
／
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ことができなかった理由は、支払事由欄嘗己載のとおり相違ないこと・を

確承する・。」欄の警察職長の勤湊課名、官職、氏名及び印影（」部の

様式を除く。）が紀載されている。

これらのう●ち、当該行政文書の宛名となる警察職卓の勤・務課名、官

職及び氏名は、開示さ・れても、特定所属の捜査清動等の蒔発さや進展

状況等の動向を推察される可能性が．高まり、被疑者等が逃亡や証拠醸

瀕等を図り、新た■な犯罪を惹起する等公共の安全と秩序の維持に支障

を及ぼすおそれがあると霞めるこ－とはできない。

また、・捜査員の勤務課名及び取扱者欄、補助者欄、‥出納簿登記欄の・
l

印影は、公にすることにより、・公共の安全と秩序の維持に支、降を及ぼ

すおそれがあると警察本部長が認めるこ・と正っき相当の理由があ・畠情

報と認めることはできない。

第2　公安委員会の判断‘

．当公安重点会は、条例第18条の規定に基づく諮問に対する審査会の平

成18年4月28日付の答申を受けたが、同条第2項の規定を賭事えなが

ら、1管察行政の透明性に関する説明責任と公開すること・による警察業務へ、

の女陣の有無を慎重に検討し、警察本．部草がなした本件対象行政文春に対

する処分について改めて審理した。

・なお、条例第7条第2項第2号は、「公にすることに与り、準罪の予防、

鎮圧又は捜査、公訴の趣持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に

支障を及ぼす串それがあると公安重点会耳は警察本部長が認めることにつ

き相当の理由がある情報」という表現で、かかる情報（以下「傘共安全情

報」という。）を非開示情報と定めていろ。

情報公開事務の手引（平成－17年4月、岩手県総合政策室広聴広報課情

報公開担当発行？もの）によれば、「‥・おそれがあると公安番長会又

は警察本部長が静めることにつき相当の理由がある情報」と■の規定は、公

■にすることにより、犯罪の予防、鎮圧、捜査等の公共の安全と秩序の維持
＼

に支障を及ぼすおそれがある情報については、その性質上、開示・非開示
I

の判断に犯罪等に関する将来予測としての専門的・技緬的判断を要するこ
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となどの特殊性が認め．られることから、司法審査の場においては、裁判所

が、本尊に規定する情報に蕨当するかどうかについての公奏委員会等の第

一次的な判断を尊重し、その判断が合理性世持づ判断として許容される限

度内のものであるか（「楓．当の理由」があるか〉　否かについて審理・判断

するのが適当であり、このような規定としているものであ．るとしている。
▲

したがって、．警察本部長の判断が相当か否かを評価するにあたっては、

■●非開示とした情報を開示することによって、公共の安全と秩序の維持笹支

障を及ぼすおそれにづし．、ての警察本部長の相当性の判断が、合理的なもの

として許容できる範囲内のもの－か香かという観点で評価され．るべきである

と●解される。

以上のことを踏まえ、嘗査請求人の各対象行政文書につい七は、条例第7

条索‘2鱒第2即こ醸当しなV．、という主張にらいて、●警察本部長の原処分時

の判断が合理性を持つ判断として軍容される限度内のものであるか密かと

V．、う点のみならず、現時点においても同号規恵の公準安全情報に該当する

か否かについて審理した。

1響療本部長が．本件処分に率いて非開示とした部分のうち、層査会が答申

において、非開示を妥当とした部分について・

審査会が答申・において非開示を妥当とした情報については1当今安委員

会においても、庸査会の判断と同様、、公にすることにより、特定の事件？

捜李状況が把握され、被疑者等事件関係者が逃亡や証拠隠滅等ゐ対抗措置

を諌じるなどの可能性が否定で草ないことから、公兵の安全と秩序の維持

に支障を及ぼすおそれがあると警察本部長が倦めること．につき相当の理由

が．あると．．した原処分は妥当と判断した。．

2　警察本部長が本件処分において非開示とした部分のうち、審査会が答申

一において、開示すべきであると・した部分について．

（l）前記第1の1のく1）ないし棒）の開示すべ眉であるとした部分について

審査会が開示すべきとした

ア　警察活動報償費支出負担行為伺の別紙（「月分報償芦交付について」

という件名の文書）の非開示とした部分のうtち、所属ごとの各金額記

載欄の記載事項
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イ　支出負担行為何の別紙（契約の相手方等内訳書）の非開示とした部

分のうち、各金額記載欄の記載事項

ウ　支出震わ別紙（債権者内訳書）の非開示と．した部分のうち、各金■額

記載欄の記載事項

工　資金前渡精算書．の非開示と．した部分の．うち、各金疲記載欄の記載事

項

オ　資金前渡精算書の添付書類（資金前渡支払証明書）の非開示と・した

部分のうち、金額両載部分の記載事項

力　返納葉の別紙（返納人内訳書）の非開示とした部分のうち、．支出済

額欄及び正当額欄の記載事項

キ　現金出納薄の非開示とした部分のうち、月分の捜査報償奏の受入に

係る年月日欄、◆摘雫欄、収入金額欄、支′払金額欄及び差引残高棚の由
【

載事項、虻び．に月分計及び累計に廃る摘要緬、収入金額欄、支払金額

欄及び差引顔高欄‘の帯載事項及び締めに係る印影■

ク●　捜査費証拠書中の捜査費鱒括表の非開示とした部分の・うち、「前月

よ・セ繰越額」等各金額記載欄．の記載事項

については、諮問実施機関が平成17年4月．21日付けで審査会に纏出

した「理由税明書」の中で、警察本部長の非開示理由が述べられている

が、答申においては、開示すべきが妥当であるとの結論の前程七なるべ

きこれらの簡明等に対する当季の具体的判断理由が述べられていないと

・ころである。

これらの時報は、所属ごとの捜査括動等の哲発さをある程度反映して

いると考えられ、●被疑者等の事件関係者、犯罪組織・集団等からすれば、

特定所属の捜季活動の活発さや、捜査の動向を推察し終る有益な情報と

なるもので、仮に当該情報や繭示すれば、被疑者等の事件関係者などが、

自らが有する情報、報道その他の情報と比較・・分析することにより、捜

査状況等を推察する可能性が相当線度高まる土とは否定できないものと

認められ、警察本部長が、これらの情報を公にするこ．とにより、犯罪捜

査清動に支障が生じるおそれがあると判断したことが著しく不合理であ

るとは言えないと考える。
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しかしながら、これら月額に係る帝載部分を開示する●ことによる捜査

活動に支障が生じるおそれは、一般的・には、時間が経過することにより

次第に逓減するごともあり得ると考えられる。

このため、当今安委員会では、こ■のような事情とともに．、条例第・1・8

粂薦2項の答申尊重規定をも麟辛えっっ、再度、答申に係る上記非開示

部分について⊥・警察本部長から、由示した壊合における由罪捜査活動等

に支障を及ぼすおそれの有無について意見を聴取した。そ・●の腐果、現時

局においては・犯罪捜査活動等に支障が生じるおそれはなY、旨一の回答を

鱒た。
よって、当公安委員会としては、音査会が答申において開示すべきと

した、第1の1の（けないし（8）の部分については」公共の安全と秩序の

維持に支睦を及ぼすおそれはないものと帯や、開示が妥当と判断した。

また、第1の・1（7）の印影についても、月分針及び累計と．一体的．な情

報を成すものとして非開示としていたものであるが、上記判断に伴い併

せて開示が妥当であると判断した。

（2）前記第1の1の（9）ないし（l二1）の開示すべきであるとされた部分たっ

■いて
l

ア　捜査費証拠書中の捜査費支出伺、琴査費＝交付香兼支払精算書及び支

払精算書の一非開示とした部分の●ぅち、取扱者欄、補助者欄、出納簿登

記欄の印影について、・答申では、前記第1の．2（8）のイないしエ記載

のとおり、イそれぞれの担当者が、⊥鱒的な会計処理の決裁あるいは

確認をするため押臥して●いるものと静められ・る。したがって、これら

●の印影は、公にすることにより、公共の安全と秩序の維持に支障を及1

ぽすおそれがあると誓轟本部長が認めることにつき相当の理由がある

●情報と認めることはできない。宛名となる督察職員の勤務課名、官職、
、

氏名及び捜査農の勤務課名については、これのみが開示されても、特

定所属の捜査活動等の活発さや進展状況等の動向を痴察される可能性

が高まり、被疑者等が逃亡や証拠隠滅等を図り」新たな犯罪を惹起す

・る等公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると帯めるこ

とはできない。」旨述べられている。
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な1お、同答申では「．宛名となる警察職員の勤務課名ヾ　官職、氏名」

について述べられているが、正確には、当該所属長名である「少年課
l

長」■又は「交通指導課長」であり、勤務課名、官職、氏名は記載され

ていないことを指摘しておく。

また、部分開示については∴「条例第8条では、行政文書の「部に

非開示情報が記簸されている場合における実施機関の部分開示義務を

・定めている。同．粂第1項で特、条例第7条の規定による非開示情報が

記録されている部分を容易に区分して除くことができる．ときは、開示

請求者に対して、当課部分を除いた部分につき開示しなけれなならな

い旨定めている。・したがっ七、本件行凌文書のうち、・捜査報・償費の個

々の支払いごとに、■その支払年月日、金額、支払事由等わ音項で構成

した文書については、条例の趣旨を十分に踏まえ、条例第8条第1項

の兢定に基づき、部分開示の判断をしなければなうず、これと異なる

静間実施機関の主張は諷められない。」旨述べられている一。

イ　確やゝに、同者査会が答申●にお小て■開示が妥当、と判断した宛名、勤務
＼

′課名、及び取扱者欄、取扱補助者欄、出納簿登記柵の印影の各情報の

うち、宛名及び勤務駅名については、・宛名は少年課長又は交通指導課

長、勤務課名の作成者（報昔者）は、全て少年課員又は交鱒指導課員

であり、また、取扱者欄、取扱補助者欄、出納療登記欄の印影につい

ては、当該所属の長及び次長の印影であり、これらの職にある者の氏

名は、公知の事実であること．から、これらの部分のみ、すなわち、宛

名、勤務課考及び印影そのやののみを開示しても、公共の衰全と秩序

の維持に支障を生ずるおそれはないとも考えら．れる。
■

ク　しかしながら、単にこれらの部分にのみ目を向け、非開示に当たら

ないとして、・その余の部分を非朗示として当萩行政文書を●部分開示し

・た場合、当該行政文書ごとの枚数により、各所属ごとの捜査費の執行

用途及びその件数が朋らかとなることから、各所厚ごとの捜査活動の

活発．さ●など捜査活動、の状●況が推察されるおそれがあると承められる。

加えて、．当夜対象行政女書は、現金・出納簿に記痕された個別執行情

報と一体となって特定の事件や特定の所属に係る一連の捜査括動の実
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億を反映した情報を形成してY、るものである。

そうすると、当蓼対象行政文事にある宛名、勤務駅名及び取・扱者欄、

虚扱補助者欄、出納簿登記鱒の印影の各由分と、当惑対象文書に両線

されてある支払年月日●、具体的な支払内容、支払先及び支払金額等の

各事項とは、細分化できない一体的な情報と寓めることができ、当該

・対象行政文書は全体として公共安全情報に該当するも・のと考えられ

る。

よ●って、当公安委員会としては、当醸対象行政文書は条例第7条第

2項第2号により、・文書を非開示とすづきが相当であると判断した。

エ　なお、審査会の答申においては、当務対象行政文書の一郎を開示す

べきとのことであ●るが、条例においては、衰7粂第2項衰2号の非開

示事由に該当する独立した一体的な情報を条例第8条第．1項の部分開

示規定を適用して、さらに■細分化．し、その一部を公廟することまでを

も実施機関に義務づけているものと僻することはできないため、条例

第7・粂第2項第2号に感当する独立した一体の情報を記録した文書で

ある本件対象文書全体を非開声とした警察本部長の判断が著‘しく不合

理とはいえないと判断した。

第3　結論

以上の理由から、本・件審査請求の一部や容許し、主文のと串り裁決する。
／’

こ の 裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日か ら 起 算 し て 6 月 以 内 に 、

岩 手 県 を 被 告 と し て （訴 敵 に お い て 岩 手 県 を 代 表 す る 者 は 、 岩 手 県 公

愛 委 員 会 と な り ま す 。）、 裁 決 の 取 消●し の 訴 え を 提 琴 す る こ と が で き ま

す （な お 、 裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日●か ら起 算 し て 6 月 以 内

で あ っ て も 、 裁 決 の 日 の 翌 日 か ら起 算 して 1 ・年 を 森 渦 す る と 裁 決 の 取

消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き な く な り ま す 。）。・
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